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資金の借入れに関するお知らせ 
 

アクティビア・プロパティーズ投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、本日、下記の

とおり資金の借入れ（以下「本借入れ」といいます。）を決定いたしましたので、お知らせいたし

ます。 

 

記 

Ⅰ．借入金 

 

1．借入れの内容 

 

＜長期借入金＞ 

借入先 借入金額 利率 
借入実行 

予定日 

返済期日 

（注 1） 

借入方法・返済 

方法・担保・保証 

株式会社三井住友銀行 60 億円 

基準金利に 

0.265%を 

加えた利率 

（注 2） 

2026 年 

6月 12日 

2033 年 

6月 12日 

左記借入先を貸付人

とする金銭消費貸借

契約に基づく借入れ 

期限一括弁済 

無担保・無保証 

（注1） 返済期日は、同日が営業日でない場合は翌営業日とし、当該日が翌月となる場合には直前の営業日とします。 

（注2） 利払期日は、2026 年 6 月末日を初回とし、以後毎月末日及び元本返済期日（同日が営業日でない場合は翌営業日と

し、当該日が翌月となる場合には直前の営業日とします。）です。 

利払期日に支払う利息の計算期間に適用する基準金利は、各利払期日の直前の利払期日（初回は借入実行日）の 2 営

業日前における全銀協 1 ヶ月日本円 TIBOR となります。但し、利息計算期間に対応するレートが存在しない場合は、

契約書に定められた方法に基づき算定される当該期間に対応する基準金利となります。 

今後、当該変動金利借入れに関する金利決定のお知らせはいたしません。基準金利である全銀協の日本円 TIBOR の変

動については、一般社団法人全銀協 TIBOR運営機関のホームページ （https://www.jbatibor.or.jp/）にてご確認く

ださい。  

（注3） 本借入れは全額、グリーンローン（以下「本グリーンローン」といいます。）として調達する予定です。本グリーン

ローンについては株式会社三井住友銀行が策定している「SMBC サステナブルファイナンスフレームワーク」（以下「本

フレームワーク」といいます。）に準拠しており、本フレームワークは株式会社日本格付研究所（JCR）より第三者評

価を取得しています。本フレームワークの詳細については、株式会社三井住友銀行のウェブサイト

(https://www.smbc.co.jp/hojin/financing/sustainable/smbcfw/)をご参照ください。 
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2．借入れの理由 

 

2026 年 6 月 12 日に返済期日が到来する長期借入金 60 億円（以下「既存長期借入金」とい

います。）の返済資金に充当するため。なお、既存長期借入金の詳細につきましては、2016 年

11 月 21 日付「資金の借入れに関するお知らせ」をご参照ください。 

 

3．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

 

(1)調達する資金の額 

合計 60 億円 

 

(2)調達する資金の具体的な使途 

既存長期借入金の返済資金 

 

(3)支出予定時期 

2026 年 6 月 12 日 

 

Ⅱ．本借入れ後の借入金等の状況 

 

1．本借入れ後の有利子負債残高 

  （単位：百万円） 

 
本件実行前 

(2026年6月5日時点) 

本件実行後 

(2026年6月12日時点)  
増減 

短期借入金（注） 1,998 1,998 0 

一年内返済予定の長期借入金 35,000 29,000 △6,000 

長期借入金（注） 209,050 215,050 6,000 

借入金合計 246,048 246,048 0 

一年内償還予定の投資法人債 1,000 1,000 0 

投資法人債 17,700 17,700 0 

借入金及び投資法人債の合計 264,748 264,748 0 

（注）短期借入金とは借入実行日から返済期日までの期間が一年以内のものをいい、長期借入金とは借入実行日から返済期日

までの期間が一年超のものをいいます。 

 

2．本借入れ後の長期比率等 

 

 
本件実行前 

(2026年6月5日時点)  

本件実行後 

(2026年6月12日時点)  

増減 

(ポイント) 

長期負債比率（注 1）（注 4） 99.2% 99.2% 0.0 

長期負債比率（一年内返済予定の

長期借入金及び一年内償還予定

の投資法人債を除く。）（注 2）（注 4） 

85.6% 87.9% 2.3 

固定金利比率（注 3）（注 4） 86.3% 84.0% △2.3 

（注 1） 長期負債比率は有利子負債残高に対して長期借入金残高（一年内返済予定の長期借入金を含む。）及び投資法人債残高

（一年内償還予定の投資法人債を含む。）が占める割合を示しています。 

https://www.activia-reit.co.jp/file/news-b6f383d9bffb236e19c34cbf07078dc1cb5479b2.pdf
https://www.activia-reit.co.jp/file/news-b6f383d9bffb236e19c34cbf07078dc1cb5479b2.pdf
https://www.activia-reit.co.jp/file/tmp-HKveV.pdf
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（注 2） 長期負債比率（一年内返済予定の長期借入金及び一年内償還予定の投資法人債を除く。）は有利子負債残高に対して長

期借入金残高（一年内返済予定の長期借入金を除く。）及び投資法人債残高（一年内償還予定の投資法人債を除く。）が

占める割合を示しています。 

（注 3） 固定金利比率は有利子負債残高に対して固定金利の有利子負債残高が占める割合を示しています。なお、固定金利の

有利子負債残高には、金利スワップ契約の締結により固定金利化した負債も含まれています。 

（注 4） 小数点第 2 位を四捨五入して記載しています。 

 
Ⅲ．その他 

 

本借入れの返済等に関わるリスクに関して、2026 年 2 月 25 日に提出した有価証券報告書

記載の「投資リスク」に記載の「②投資法人の組織及び投資法人制度に関するリスク/（ア）

投資法人の組織運営に関するリスク/b.投資法人の資金調達に関するリスク」の内容に重要な

変更はありません。 

 

以 上 

*本投資法人のホームページアドレス：https://www.activia-reit.co.jp/ 

https://www.activia-reit.co.jp/ja/ir/library.html
https://www.activia-reit.co.jp/ja/ir/library.html
https://www.activia-reit.co.jp/

